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１月14日 地方六団体共同声明 

「平成２７年度地方財政対策についての共同声明」 
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全国知事会の動向について 
（平成２６年度） 

※●は全国知事会関係、○は国、政党等関係 

 

○第１２回地方分権改革有識者会議 [４月２日]

 【主な内容】 

・ 事務・権限の移譲等について（第４次一括法案等） 

・ 地方分権改革の総括と展望等について（地方分権改革シンポジウム、海

外調査、提案募集方式等） 

 

○第４回経済財政諮問会議 [４月４日]

 【主な内容】 

・ 戦略的課題（内なるグローバル化） 

・ 財政健全化に向けて 

 

○第５回経済財政諮問会議 [４月16日]

 【主な内容】 

・ 戦略的課題（産業構造調整） 

・ 戦略的課題（社会保障制度、健康産業） 

・ 経済の好循環実現に向けて 

 

○地域の成長戦略に関する意見交換会 [４月21日]

 【主な内容】 

・ 各地方産業競争力協議会がとりまとめた産業競争力強化に関する戦略に

ついて、山田会長及び各知事等が説明。地方の意見を国の成長戦略や政策

に反映させていくことを求めた。 

・ 甘利経済再生担当大臣からは、「成長戦略の改定の際には地域活性化に

向けた施策の具体化を図っていきたい」旨の発言があった。 

 

○第６回経済財政諮問会議 [４月22日]

 【主な内容】 

・ 戦略的課題（労働力と働き方） 

・ 歳出分野の重点化・効率化（社会保障） 

 

○地方分権改革推進本部（第５回）（持ち回り） [４月30日]

 【主な内容】 

・ 地方分権改革に関する提案募集の実施方針について  

 

○地方分権改革有識者会議第４回農地・農村部会 [５月２日]
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 【主な内容】 

・ 農地転用に係る事務・権限の移譲等をめぐる経緯について 

・ 今後の農地・農村部会の進め方について 

 

●上田地方行政体制特別委員会委員長（埼玉県知事）が、自由民主党の野田

総務会長、高市政調会長及び今村道州制推進本部長に対し、「道州制の基本

法案について」の要請活動を実施 

 併せて、石破幹事長、佐藤内閣部会長及び西銘総務部会長に対し、同様の

要請書を提出 [５月８日]

 【主な内容】 

・ これまでの本会との意見交換を踏まえ、一定の御配慮をいただいたが、

今なぜ道州制なのか、道州制の理念や姿、中央府省の解体再編・国の出先

機関廃止など、基本法案において明確に示すことを本会が繰り返し要請し

てきた重要な事項については、依然として反映されていない。 

・ 道州制は国と地方双方のあり方を根本から見直す大改革であり、国民生

活に大きな影響を及ぼすことから、法案の前段として基本的なイメージを

明確に示し、国民的な幅広い議論が行われることが重要である。 

・ 本質的議論を避けることなく、本会の意見を踏まえた検討を行うこと。 

 

○第７回経済財政諮問会議 [５月15日]

 【主な内容】 

・ 経済再生と財政健全化の両立に向けて 

・ 金融政策、物価等に関する集中審議（第２回） 

・ 「選択する未来」委員会 中間整理 

 

●飯泉情報化推進プロジェクトチームリーダー（徳島県知事）が、「マイナン

バー制度に関する要請」について、岡崎総務事務次官、佐藤自治財政局長

に対し、要請活動を実施 [５月15日]

 【主な内容】 

・ マイナンバー制度の導入に伴うシステム及びネットワーク構築・改修や

維持管理に要する経費については、マイナンバー制度が国家的な社会基盤

であることを踏まえ、原則として国が負担し、地方に新たな経費負担が生

じることのないようにすること。 

・ 特に、国が設定した補助金の上限額と、地方の見積額に乖離が生じてい

るものについては、その原因を分析し、地方側に示すとともに、不足が生

じる場合には、必要な財政措置を講じること。 

    

○第３１次地方制度調査会第１回総会            [５月15日]

【主な内容】 
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・ 会長、副会長の選任 

・ 内閣総理大臣からの諮問 

 

○第１３回地方分権改革有識者会議            [５月16日]

 【主な内容】 

・ 地方分権改革の総括と展望（ 終取りまとめ）について（地方六団体ヒ

アリング、提案募集方式の概要の報告、 終取りまとめに向けた議論） 

 

○第８回経済財政諮問会議 [５月19日]

【主な内容】 

・ 戦略的課題（地域経済構造） 

 

●地方税財政常任委員会（委員長：石井富山県知事）を開催 [５月19日]

 【主な内容】 

・ 法人実効税率の見直しに関する提案（案）について 

 

●石井地方税財政常任委員会委員長（富山県知事）と平井副委員長（鳥取県

知事）が、「法人実効税率の見直しに関する提案」について、新藤総務大臣

に対し、要請活動を実施 [５月19日]

 【主な内容】 

・ 国・地方を通じた法人実効税率の引下げの検討等を行う場合には、法人

関係税に係る政策減税の大幅な見直しによる課税ベースの拡大等により、

地方交付税原資の減収分も含め必要な地方税財源を確保することを併せ

て検討し、地方の歳入に影響を与えないようにすべきである。 

・ 応益性の強化、税収の安定化のために、まずは既に外形標準課税が導入

されている資本金１億円超の法人に対する付加価値割の比重を高めるこ

とを優先して検討すべきである。 

・ 法人実効税率引下げの代替財源として、法人事業税や固定資産税の損金

算入の廃止が検討されているが、応益課税としての性格に反するのではな

いかと懸念されることから、その取扱いについては慎重に検討すべきであ

る。 

 

●次世代育成支援対策プロジェクトチーム（リーダー：尾﨑高知県知事）を

開催 [５月19日]

 【主な内容】 

・ 報道機関の論説委員等と、少子化対策について意見交換 

 

○地方分権改革有識者会議第５回農地・農村部会 [５月20日]

 【主な内容】 
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・ 農地転用等に係る事務・権限の移譲関係 

・ 農地の確保のための施策の在り方関係 

 

●高橋農林商工常任委員会委員長（北海道知事）等が、「豚流行性下痢（ＰＥ

Ｄ）対策」について、林農林水産大臣に対し、要請活動を実施 [５月22日]

 

○「地方自治法の一部を改正する法律」が成立 [５月23日]

 【主な内容】 

・ 指定都市制度の見直し（区の役割の拡充、指定都市都道府県調整会議の設置） 

・ 中核市制度と特例市制度の統合  

・ 新たな広域連携の制度の創設（連携協約、事務の代替執行） 

 

○第９回経済財政諮問会議 [５月27日]

 【主な内容】 

・ 歳出分野の重点化・効率化（教育）・教育再生について 

・ 歳出分野の重点化・効率化（社会資本整備・国土強靭化） 

・ 歳出分野の重点化・効率化（地方財政）、行政のＩＴ化・業務改革について 

・ その他（財政制度等審議会における議論について） 

 

○「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法

律の整備に関する法律（第四次一括法）」が成立 [５月28日]

 

●「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法

律の整備に関する法律（第四次一括法）」が成立したことを受け、声明を発

表 [５月28日]

 【主な内容】 

・ 国においては、事務・権限の移譲等を円滑に進めるため、地方の意見を

十分に反映して、財源措置、移譲等のスケジュール、研修の実施・マニュ

アルの整備等について、具体的な検討と調整を早期に進めることを強く望

む。 

・ 今後の地方分権改革の推進については、農地転用やハローワークなど、

今回、移譲されなかった事務・権限についても、地方からの要望の強い分

野を中心に、移譲する方向で検討を進めることを求める。 

・ 地方分権改革に関する提案募集制度がスタートしたが、提案が出された

際には、国において提案の実現に向けた積極的な検討をお願いしたい。 

 

○第３１次地方制度調査会第１回専門小委員会 [５月28日]

 【主な内容】 

・ 諮問事項に係る意見交換 
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●尾﨑次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（高知県知事）が、

国の骨太の方針策定に向けて、国の少子化対策の抜本的な強化・拡充を求

める内容について、森内閣府特命担当大臣（少子化対策）及び西村内閣府

副大臣へ要請活動を実施  [５月29日]

 【主な内容】 

・ 国の少子化対策の抜本的な強化と拡充 

・ 少子化対策と女性の活躍促進に必要となる安定財源の確実な確保 

 

●山田会長及び広瀬国土交通常任委員会委員長（大分県知事）の連名で、「国

土強靭化対策の推進について」をとりまとめ、国土強靭化担当大臣、国土

交通大臣、厚生労働大臣、総務大臣に対し提出  [５月30日]

 【主な内容】 

・ 国土強靭化対策を推進するための予算の確保及び財政支援措置の充実 

・ 広域かつ重要性が高い国家的課題に対する国の取組強化等 

 

●山田会長及び福田社会保障常任委員会委員長（栃木県知事）の連名で、「介

護人材の確保について」、「国民健康保険制度の財政基盤強化について」を

とりまとめ、内閣府特命担当大臣（経済財政対策）及び厚生労働大臣に対

し提出  [５月30日、６月２日]

 【主な内容】 

・ 介護人材の確保について 

  介護職員の給与改善やキャリアパスの確立 

  処遇改善を図ることによる新規参入・定着の促進 

  潜在的な介護人材の掘り起こし・再就業 

・ 国民健康保険制度の財政基盤強化について 

後期高齢者支援金への全面総報酬割を導入することにより生じる財源

を国保の支援に優先的に活用することはもとより、追加国費の規模も含め

た抜本的な財政基盤強化の具体策を一刻も早く提示すること。 

都道府県としては、国保の構造問題が解決し、持続可能な制度が構築さ 

れるならば、市町村とともに積極的に責任を担う覚悟である。 

今後、国が構造問題解決への道筋を明確に示さずに、都道府県と市町村 

の役割分担についての議論のみを進めようとする場合には、協議から離脱 

する。 

 

●山田会長及び高橋農林商工常任委員会委員長（北海道知事）の連名で、「地

域経済の再生について」をとりまとめ、甘利内閣府特命担当大臣（経済財

政政策）兼経済再生担当大臣、茂木経済産業大臣、林農林水産大臣に対し

提出 [６月２日]
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 【主な内容】 

・ 地方の産業競争力強化戦略の実現に向けた支援について 

・ 中小企業及び農林水産業の振興対策について 

 

○第３１次地方制度調査会第２回専門小委員会  [６月２日]

 【主な内容】 

・ 諮問事項に係る六団体ヒアリング、意見交換 

 

○「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法

律の整備に関する法律（第四次一括法）」が公布 [６月４日]

 

○第１４回地方分権改革有識者会議 [６月６日]

 【主な内容】 

・ 地方分権改革の総括と展望（ 終取りまとめ）について(優良事例集な

ど情報発信の取組、 終取りまとめに向けた議論) 

 

○第１０回経済財政諮問会議 [６月９日]

 【主な内容】 

・ 東日本大震災からの復興について 

・ 少子化対策について 

・ 骨太方針策定に向けて 

 

○総務大臣・地方六団体会合 [６月10日]

 【主な内容】 

・ 当面の重要課題について  

 

○地方分権改革有識者会議第６回農地・農村部会  [６月10日]

 【主な内容】 

・ 現地視察（静岡県） 

 

●地方分権推進特別委員会第２回農地・農村臨時部会を開催 [６月10日]

 

○国と地方の協議の場（平成２６年度第１回） [６月11日]

 【主な内容】 

・ 「骨太の方針」の策定等について 

・ 地方分権改革の取組について 

 

○第１１回経済財政諮問会議 [６月13日]

 【主な内容】 
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・ 骨太方針策定に向けて 

 

●原子力発電対策特別委員会（委員長：橋本茨城県知事）を開催 [６月20日]

 【主な内容】 

・ 「高レベル放射性廃棄物の 終処分に向けた取組の見直し」について資

源エネルギー庁から説明 

・ 原子力発電所の安全対策及び防災対策に対する提言（案）について 

 

○第１２回経済財政諮問会議 [６月24日]

 【主な内容】 

・ 「経済財政運営と改革の基本方針２０１４」について 

・ 「日本再興戦略」の改訂について 

 

○第１３回日本経済再生本部（持ち回り） [６月24日]

 【主な内容】 

・ 「日本再興戦略」の改訂について（案） 

 

○「経済財政運営と改革の基本方針２０１４について」「『日本再興戦略』改

訂2014」等が閣議決定 [６月24日]

 

○地方分権改革有識者会議が「分権改革の総括と展望」の最終報告を新藤地

方分権改革担当大臣に提出 [６月24日]

 

●危機管理・防災特別委員会（委員長：泉田新潟県知事）を開催 [６月24日]

 【主な内容】 

・ 大規模地震への対応について（内閣府担当者による説明） 

・ 平成２６年２月１４日からの大雪の対する対応について（山梨県及び新

潟県防災担当者による報告） 

・ 平成２７年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（案）について 

 

●総務常任委員会（委員長：古田岐阜県知事）を開催 [６月26日]

 【主な内容】 

・ 平成２７年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（案）について 

 

●農林商工常任委員会（委員長：高橋北海道知事）を開催 [６月26日]

 【主な内容】 

・ 平成２７年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（案）について 

・ 地域経済の再生に向けた提言（案）について 
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○地方分権改革推進本部（第６回） [６月27日]

 【主な内容】 

・ 第４次一括法の施行等について 

・ 地方分権改革の総括と展望について 

・ 地方分権改革に関する提案募集方式について 

 

○地方分権改革シンポジウム [６月30日]

 

●文教環境常任委員会（委員長：佐竹秋田県知事）を開催 [６月30日]

 【主な内容】 

・ 平成２７年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（案）について 

 

●エネルギー政策特別委員会（委員長：大澤群馬県知事）を開催 [７月１日]

 【主な内容】 

・ 「再生可能エネルギーを巡る現状と課題」について資源エネルギー庁から説明 

・ 平成２７年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（案）について 

 

●第４回農地制度のあり方に関するプロジェクトチーム会合を開催 

  [７月１日]

 

●地方分権推進特別委員会第３回農地・農村臨時部会を書面開催 [７月１日]

 【主な内容】 

・農地制度のあり方について 

 

●地方税財政常任委員会（委員長：石井富山県知事）を開催 [７月３日]

 【主な内容】 

・ 地方税財源の確保・充実等に関する提言（案）について 

 

●次世代育成支援対策プロジェクトチーム（リーダー：尾﨑高知県知事）を

開催 [７月３日]

 【主な内容】 

・ 「次世代を担う『人づくり』に向けた少子化対策の抜本強化（案）」に

ついて協議 

 

●情報化推進プロジェクトチーム（リーダー：飯泉徳島県知事）を開催 

  [７月７日]

 【主な内容】 

・ 政府説明及び質疑応答 

   マイナンバー制度について（内閣官房・総務省） 
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   地上デジタル放送難視対策終了に向けた対応について（総務省） 

・ 平成２７年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（案）について 

 

●男女共同参画プロジェクトチーム（リーダー：吉村山形県知事）を書面開

催 [７月７日]

 【主な内容】 

・ 「女性も男性も共に働き 共に育むことができる社会～女性の活躍 ウ 

ーマノミクスで日本を変える～（案）」について協議 

 

○第３１次地方制度調査会第３回専門小委員会 [７月７日]

 【主な内容】 

・ 諮問事項に係る意見交換 

 

●国土交通常任委員会（委員長：広瀬大分県知事）を開催 [７月８日]

 【主な内容】 

・ 平成２７年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（案）について 

・ 国土強靱化対策の推進に関する緊急提言（案）について 

 

○地方分権改革有識者会議第７回農地・農村部会 [７月８日]

 【主な内容】 

・ 有識者からのヒアリング 

・ 部会構成員の意見交換 

 

●地方分権推進特別委員会（委員長：古川佐賀県知事）を開催 [７月９日]

【主な内容】 

・ 地方分権改革の推進について 

・ 農地制度のあり方について 

  

●社会保障常任委員会（委員長：福田栃木県知事）を開催 [７月９日]

 【主な内容】 

・ 平成２７年度国の施策並びに予算に関する提案・要望（案）について 

・ 介護人材確保に向けた総合的な対策の推進に関する提言（案）について 

・ 国民健康保険制度の見直しに関する提言（案）について 

 

●理事会の開催 [７月14日]

 

●全国知事会議の開催 [７月15、16日]

 【主な内容】 

・ 増田東京大学大学院客員教授と人口減少問題について議論を行い、「少

40
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子化非常事態宣言」をとりまとめ 

・ 新藤総務大臣との意見交換 

地方分権の取組、農地制度のあり方、地方税財源の確保等、地域経済の 

再生、少子化対策の抜本的な強化、緊急防災減災事業債の要件緩和等、 

介護人材確保のための総合的な取組等、東日本大震災からの復旧・復 

興、マイナンバー制度、除染対策 

・ 以下の提言等を決定 

「地方税財源の確保・充実等に関する提言」 

「地方分権改革の推進について」 

「農地制度のあり方について」 

「地域経済の再生に向けた提言」 

「東日本大震災からの復興を加速化するための提言」 

「東日本大震災の被災地の復興を加速化する決議」 

「原子力発電所の安全対策及び防災対策に対する提言」 

「次世代を担う『人づくり』に向けた少子化対策の抜本強化」 

「女性も男性も共に働き共に育むことができる社会～女性の活躍ウーマ 

ノミクスで日本を変える～」 

「介護人材確保に向けた総合的な対策の推進に関する提言」 

「国民健康保険制度の見直しに関する提言」 

「国土強靱化対策の推進に関する緊急提言」 

「拉致問題の早期解決に関する緊急提言」 

「防災スペシャリストによる地方公共団体の体制強化に関する緊急提言」 

「平成２７年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」 

 

○第１３回経済財政諮問会議 [７月22日]

 【主な内容】 

・ 金融政策、物価等に関する集中審議（第３回） 

・ 「予算の全体像」について 

・ 今後の経済財政諮問会議の取組について 

 

○第３１次地方制度調査会第４回専門小委員会 [７月23日]

 

○第１４回経済財政諮問会議 [７月25日]

 【主な内容】 

・ 「予算の全体像」について 

・ 平成２７年度概算要求基準について 

・ 今後の経済財政諮問会議の取組について 

 

○第１５回日本経済再生本部 [７月25日]
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 【主な内容】 

・ 「『日本再興戦略』改訂２０１４」の早期実行について 

 

●佐竹文教環境常任委員会委員長（秋田県知事）が、全国知事会「平成２７

年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（文教関係）について、山中

文部科学事務次官に対し要請活動を実施 [７月25日]

 

●石井地方税財政常任委員会委員長（富山県知事）が「地方税財源の確保・

充実等に関する提言」について、野田自由民主党税制調査会長に対し要請

活動を実施 [７月25日]

 【主な内容】 

・ 地方分権改革の実現等に向けた地方税財源の確保・充実 

・ 税制抜本改革の推進等 

・ 地方の安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額の確保 

・ 課税自主権の活用等 

・ 国と地方の協議の場における意見の反映 

 

○「平成２７年度予算の概算要求に当たっての基本的な方針について」を閣

議了解 [７月25日]

 

○地方分権改革有識者会議第８回農地・農村部会 [７月25日]

 

●平井理事（鳥取県知事）が、「拉致問題の早期解決に関する緊急提言」につ

いて、古屋拉致問題担当大臣に対し要請活動を実施 [７月28日]

 

●高橋農林商工常任委員会委員長（北海道知事）が、「地域経済の再生に向け

た提言」及び「平成２７年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（商

工関係）について茂木経済産業大臣に対し、「地域経済の再生に向けた提言」

及び「平成２７年度の国の施策並びに予算に関する提案・要望」（雇用対策

の推進について）について田村厚生労働大臣に対し、それぞれ要請活動を

実施 [７月29日]

 【主な内容】 

（地域経済の再生に向けた提言） 

・ 地方の産業競争力強化戦略の実現に向けた支援について 

・ 対日直接投資について 

・ 中小企業・小規模事業者の振興対策について 

・ 農林水産業の振興対策について 

・ 地域における人づくりの推進について 

・ ＴＰＰ協定交渉について   

41

373

205

11



 

12 
 

 

●福田社会保障常任委員会委員長（栃木県知事）が、「平成２７年度国の施策

並びに予算に関する提案・要望」（社会保障関係）、「介護人材確保に向けた

総合的な対策の推進に関する提言」及び「国民健康保険制度の見直しに関

する提言」について、赤石厚生労働大臣政務官に対し要請活動を実施 

  [７月29日]

【主な内容】 

（介護人材の確保に向けた総合的な対策の推進に関する提言） 

・ １００万人介護職員確保・育成プランの策定 

・ 介護職員の処遇及び労働環境の改善 

・ 抜本的な対策の推進 

（国民健康保険制度の見直しに関する提言） 

・ 後期高齢者支援金への全面総報酬割を導入することにより生じる財源を

国保の支援に優先的に活用すること。 

・ 抜本的な財政基盤強化の具体策を、追加国費の規模も含めて一刻も早く

提示すること。 

・ 被保険者に過度な負担を負わせることなく、将来にわたり国保の持続可

能性を担保するための制度的措置を講じること。 

・ 解決策の決定に当たっては、全国知事会をはじめ地方と十分に協議し、

その意見を反映させること。 

・ 市町村の役割が積極的に果たされるよう、また、被保険者の利便性や制

度の一体性・安定性を損なうことのないよう、都道府県と市町村において

適切に権限と責任を分担するための方策を引き続き十分に議論すること。 

・ 乳幼児医療費助成等の地方単独事業に対する国民健康保険の国負担金の

減額措置については、廃止すること。 

 

○第１５回地方分権改革有識者会議 [７月31日]

 

●尾﨑次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（高知県知事）が、「少

子化非常事態宣言」及び「次世代を担う『人づくり』に向けた少子化対策

の抜本強化」について、下村文部科学大臣、古屋公明党次世代育成支援推

進本部長及び森少子化対策担当大臣に対し要請活動を実施 

  [７月31日、８月1日]

 【主な内容】 

（少子化非常事態宣言） 

・ 少子化対策を国家的課題と位置付け、国と地方が総力を挙げて少子化対

策の抜本強化に取り組み、我が国の未来の姿を変えていくことは我々に課

せられた使命であり、今こそ、思い切った政策を展開し、国・地方を通じ

たトータルプランに総力を挙げて取り組むべき時である。 
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（次世代を担う「人づくり」に向けた少子化対策の抜本強化） 

・ 出生率を高めるための施策（非正規雇用の処遇改善、長時間労働の解消、 

総合的な結婚支援、保育・教育費の負担軽減、仕事と育児が両立できる環

境の整備など） 

・ 地方で家庭を築く若者を増加させる施策（地域の雇用創出・活性化、若

者の移住促進など） 

・ 世代間の支え合いの仕組み（高齢者や企業等による子育て支援、高齢者

から子・孫の世代への資産移転の促進など） 

 

○第３１次地方制度調査会第５回専門小委員会 [８月１日]

 

○第１６回地方分権改革有識者会議・第１回提案募集検討専門部会合同会議 

  [８月１日]

 

●広瀬国土交通常任委員会委員長（大分県知事）が、「国土強靱化対策の推進

に関する緊急提言」について古屋国土強靱化担当大臣に対し、「平成２７年

度国の施策並びに予算に関する提案・要望（国土交通関係）」及び「国土強

靱化対策の推進に関する緊急提言」について徳山技監（国土交通省）対し、

要請活動を実施 [８月５日]

【主な内容】 

・ 国土強靱化対策の推進にあたっては、地方の意見を十分に聞くこと。 

・ 広域かつ重要性が高い国家的課題に対しては、国が必要な対策を早急 

に検討し実施すること 

・ 国土強靱化に資する社会資本整備を着実に進めるため、十分な予算を安

定的・持続的に確保すること 

・ 地方においてもスピード感をもって対策に取り組めるよう、緊急防災・

減災事業債の要件の緩和や恒久化など起債制度の拡充をすること。 

・ 新たな交付金の創設も含め、緊急性の高い対策へ集中投資し強靱化を加

速する新規の予算枠を創設すること 

・ 国土強靱化地域計画の策定、推進に取り組む地方への技術面等の支援を

充実させること 

・ 現場を担う人材の継続的な確保・育成が可能となるよう長期的・計画的

に事業を推進する仕組みを構築すること 

 

●古川副会長（佐賀県知事）、牧野全国市長会経済委員長（長野県飯田市長）、

杉本全国町村会経済農林委員長（福井県池田町長）が、地方六団体を代表

し、農地制度のあり方について、林農林水産大臣、山口公明党代表に対し

要請活動を実施 [８月５日]

 【主な内容】 
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・ 現行制度の課題（農地の総量確保の目標と現実の乖離、農地の総量確保

の目標の設定プロセスの課題、農地確保に資する施策の必要性と農地の多

様性への配慮、総合的な土地利用行政の観点からの課題） 

・ 農地の確保に資する国・地方の施策の充実（担い手の育成・確保と経営

環境・生産基盤の整備、遊休農地の利用指導と耕作放棄地の再生、条件不

利農地の維持のための施策） 

・ 国・地方の協力による実効性のある農地の総量確保の目標管理（現実を

見据えた合理的な目標の必要性～現実を見据えた目標管理、施策効果ごと

の目標の設定～根拠のある目標管理、国と地方の十分な議論のための枠組

み～納得感のある目標管理、国と地方による「実行計画」の策定と事後評

価～実行力のある目標管理、条件不利農地の扱い） 

・ 農地転用許可制度・農用地区域設定制度の見直し（農地転用許可制度の

見直し、農用地区域設定制度の見直し） 

 

●飯泉情報化推進プロジェクトチームリーダー（徳島県知事）が、全国知事

会「平成２７年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（地域情報化関

係）について、大石総務事務次官、向井内閣審議官に対し要請活動を実施 

  [８月６日]

 

●上田東日本大震災復興協力本部本部長（埼玉県知事）が、「東日本大震災か

らの復興を加速化するための提言」について、根本復興大臣に対し要請活

動を実施 [８月６日]

【主な内容】 

復興を加速するための緊急課題等である以下の事項について、速やかに実施

するよう提言 

・ 東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故の早期収束 

・ 財政支援の継続、復興庁の権限強化、復興交付金や繰越手続の簡素化等 

・ 被災地方公共団体に対する人的支援の強化 

・ 用地確保・住宅再建・復興まちづくりの支援強化、鉄道復旧・道路整備の促進 

・ 産業の復興、雇用対策の促進 

・ 避難者・被災者等に対する総合的な支援の強化、東日本大震災の風化防止 

 

○人事院勧告 [８月７日]

 

●全国知事会、全国市長会、全国町村会が、給与制度の総合的見直しを含む

人事院勧告を受け、共同コメントを公表 [８月７日]

 【主な内容】 

・ アベノミクスの効果は地方まで十分及んでいるとは言えず、地方におい

ては、人口減少・少子高齢化の急速な進展により地域経済の活力が奪われ、
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若年層をはじめとする人口の流出に拍車がかかっている。 

・ こうした中、この勧告により、地方と都市部の公務員給与水準の格差拡

大が生じるばかりでなく、公務員給与に準拠した賃金を支給している事業

所等が多いことも踏まえると、結果として、官民を通じて地域間格差が拡

大することとなりかねない。 

・ 政府においては、「まち・ひと・しごと創生本部」の下、アベノミクス

効果の地方への波及を図るとともに、人口減少、超高齢社会の克服に取組

み、地方と都市部の格差が一層拡大することがないよう適切な措置を講ず

ることを期待する。 

 

●全国知事会「平成２７年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（農林

水産関係、商工関係）及び「地域経済の再生に向けた提言」について、内

閣府及び農林水産省あて提出 [８月８日]

 

●全国知事会「平成２７年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（消費

生活関係）について、消費者庁あて提出 [８月８日]

 

●全国知事会「平成２７年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（環境

関係）について、環境省あて提出 [８月８日]

 

●福田社会保障常任委員会委員長（栃木県知事）が、第４回国民健康保険制

度の基盤強化に関する国と地方の協議に出席し、「国民健康保険の見直し

（中間整理）（案）」について意見を表明 [８月８日]

 

●尾﨑次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（高知県知事）が、

増田東京大学大学院客員教授と面談し、「少子化非常事態宣言」及び「次世

代を担う『人づくり』に向けた少子化対策の抜本強化」等について意見交

換を実施 [８月15日]

 

●男女共同参画プロジェクトチームリーダー県（山形県）が、「女性も男性も

共に働き共に育むことができる社会～女性の活躍ウーマノミクスで日本を

変える～」について、内閣府、経済産業省及び厚生労働省に対し要請活動

を実施 [８月18日]

 

●飯泉副会長（徳島県知事）、牧野全国市長会経済委員長（長野県飯田市長）、

神出全国市長会副会長（和歌山県海南市長）、白石全国町村会副会長（愛媛

県松前町長）が、地方六団体を代表して、農地制度のあり方について、新

藤地方分権担当大臣、齋藤自由民主党農林部会長、中谷自由民主党農林水

産戦略調査会会長、西川自由民主党農林水産戦略調査会副会長、礒崎内閣
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総理大臣補佐官、石田公明党農林水産部会長に対し要請活動を実施 

  [８月19日]

 

○地方分権改革有識者会議第２回提案募集検討専門部会 [８月19日]

 

○地方分権改革有識者会議第９回農地・農村部会 [８月20日]

 

●大澤エネルギー政策特別委員会委員長（群馬県知事）が、全国知事会「平

成２７年度国の施策並びに予算に関する提案・要望」（エネルギー関係）に

ついて、立岡経済産業事務次官に対し要請活動を実施 [８月21日]

 

○地方分権改革有識者会議第３回提案募集検討専門部会  [８月21日]

 

●伊原木農地・農村臨時部会委員（岡山県知事）、牧野全国市長会経済委員長

（長野県飯田市長）、國定全国市長会経済委員会委員（新潟県三条市長）が、

地方六団体を代表して、農地制度のあり方について、加藤官房副長官、世

耕官房副長官、高市自由民主党政務調査会長、森山自由民主党総務会長代

理、西銘自由民主党総務部会長、金子自由民主党農林部会副部会長、山本

拓衆議院議員に対し要請活動を実施 [８月25日]

 

○地方分権改革有識者会議第４回提案募集検討専門部会  [８月26日]

 

○山田会長が、自由民主党総務部会関係合同会議に出席し、地方六団体を代

表し、「地方税財政」及び「地方創生の推進」に関する要望を実施 

  [８月27日]

【主な内容】 

・ 地方一般財源・地方交付税の総額確保 

・ 法人実効税率の見直し 

・ 地方税源の確保等 

・ 国民健康保険制度の財源基盤の強化 

・ 公務員給与制度の総合的見直しへの対応 

・ 東日本大震災からの復旧・復興への対応 

・ 地方意見の反映と情報提供、法令・制度等の見直し 

・ まち・ひと・しごと創生推進交付金（仮称）の創設等 

 

●泉田危機管理・防災特別委員会委員長（新潟県知事）が、「平成２７年度国

の施策並びに予算に関する提案・要望」（災害関係）及び「防災スペシャリ

ストによる地方公共団体の体制強化に関する緊急提言」について、新藤総

務大臣、古屋防災担当大臣、木原防衛大臣政務官に対し要請活動を実施 
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  [８月27日]

 

●橋本原子力発電対策特別委員会委員長（茨城県知事）が、「原子力発電所の

安全対策及び防災対策に対する提言」について、池田原子力規制庁長官に

対し要請活動を実施 [８月27日]

 【主な内容】 

国が責任を持って早急に取り組むべき以下の事項について提言 

・ 東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故に係る対策について 

・ 原子力施設の安全対策について 

・ 原子力防災対策について 

 

●山田会長及び尾﨑次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（高知

県知事）が、「少子化非常事態宣言」を安倍内閣総理大臣に手交し、少子化

対策の抜本強化等について要請活動を実施 [８月27日]

 

●尾﨑次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（高知県知事）が、「少

子化非常事態宣言」及び「次世代を担う『人づくり』に向けた少子化対策

の抜本強化」について、高市自由民主党政務調査会長に対し要請活動を実

施 [８月27日]

 

○地方分権改革有識者会議第５回提案募集検討専門部会 [８月27日]

 

○石井地方税財政常任委員会委員長（富山県知事）が、与党税制協議会の軽

減税率制度についてのヒアリングに出席し、意見を表明 [８月29日]

 【主な内容】 

・ 税率10％への引上げの際には、低所得者ほど税負担が重くなる「逆進性」 

への十分な配慮を行うこと。 

・ 軽減税率の導入については、対象品目の線引きや区分経理の方式など検

討を要する課題が多岐にわたることから、導入時期は慎重に検討するこ

と。 

・ 「給付付き税額控除」等の緩和措置の導入、軽減税率の導入、その前提

としての「インボイス方式」の導入などについて、そのメリット・デメリ

ットを広く国民に明らかにした上で検討すること。 

・ 軽減税率を導入する際には、地方消費税や地方交付税の総額が減少する

ことから、地方税財源を確保する方策を同時に講ずること。 

・ 軽減税率の導入は地方財政に多大な影響を与えることから、「国と地方

の協議の場」等を通じて地方団体の意見を十分に踏まえること。 

 

●石井地方税財政常任委員会委員長（富山県知事）及び尾﨑次世代育成支援
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対策プロジェクトチームリーダー（高知県知事）が、少子化対策に関する

平成２７年度税制改正及び概算要求について、森少子化対策担当大臣に対

し要請活動を実施 [８月29日]

 【主な内容】 

 ・ 「結婚・子育て支え合い非課税制度（仮称）」の創設 

 ・ 地域少子化対策強化交付金の拡充 

 

○第３１次地方制度調査会第６回専門小委員会 [８月29日]

 

○地方分権改革有識者会議第６回提案募集検討専門部会 [９月３日]

 

○第２次安倍改造内閣が発足 [９月３日]

 

○「まち・ひと・しごと創生本部の設置について」を閣議決定 [９月３日]

 

●「全国知事会２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会推進

本部」準備会議を開催 [９月４日]

  【主な内容】 

 ・ 全国知事会２０２０年東京都オリンピック・パラリンピック競技大会

推進本部設置要綱」の決定 

 

●山田会長が「全国知事会２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競

技大会推進本部の設置」及び「安倍改造内閣」について、記者会見を実施 

  [９月４日]

 

○地方分権改革有識者会議第７回提案募集検討専門部会 [９月４日]

 

○地方分権改革有識者会議第８回提案募集検討専門部会 [９月８日]

 

○第３１次地方制度調査会第７回専門小委員会 [９月９日]

 

●古川副会長（佐賀県知事）、牧野全国市長会経済委員長（長野県飯田市長）、

杉本全国町村会経済農林委員長（福井県池田町長）が、地方六団体を代表

して、農地制度のあり方について、二階自由民主党総務会長、稲田自由民

主党政務調査会長、野田毅衆議院議員、宮腰光寛衆議院議員、坂本哲志衆

議院議員に対し要請活動を実施 [９月10日]

 

●尾﨑次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（高知県知事）及び

平井次世代育成支援対策プロジェクトチームメンバー（鳥取県知事）が、「少
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子化非常事態宣言」及び「次世代を担う『人づくり』に向けた少子化対策

の抜本強化」について、有村少子化対策担当大臣に対し要請活動を実施 

  [９月11日]

 

○地方分権改革有識者会議第９回提案募集検討専門部会 [９月11日]

 

○地方分権改革有識者会議第１０回農地・農村部会 [９月11日]

 

○第１回まち・ひと・しごと創生本部 [９月12日]

 【主な内容】 

 ・ まち・ひと・しごと創生本部の基本方針について 

 

●尾﨑次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（高知県知事）が、

第９回「選択する未来」委員会に出席し、「少子化非常事態宣言」及び「次

世代を担う『人づくり』に向けた少子化対策の抜本強化」等について説明

を実施 [９月12日]

 

○第１５回経済財政諮問会議 [９月16日]

 【主な内容】 

 ・ 現下のマクロ経済状況について 

 ・ 経済好循環の更なる拡大に向けた取組について 

 

○地方分権改革有識者会議第１０回提案募集検討専門部会 [９月16日]

 

○第３１次地方制度調査会第８回専門小委員会 [９月18日]

 

○第１７回地方分権改革有識者会議・第１１回提案募集検討専門部会合同会

議 [９月18日]

 

○地方分権改革有識者会議第１２回提案募集検討専門部会  [９月19日]

 

●古川副会長（佐賀県知事）、牧野全国市長会経済委員長（長野県飯田市長）、

杉本全国町村会経済農林委員長（福井県池田町長）が、地方六団体を代表

して、農地制度のあり方について、石破地方創生担当大臣、谷垣自由民主

党幹事長、北村誠吾衆議院議員に対し要請活動を実施 [９月22日]

 

●地方創生対策本部（本部長：古田岐阜県知事）を設置 [９月22日]

 

●地方六団体会長が、「地方創生の推進に向けて」について、菅官房長官、高
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市総務大臣に対し要請活動を実施 [９月24日]

 

○山田会長ほか地方六団体の代表が、第１回地方創生担当大臣と地方六団体

の意見交換会に出席し、石破地方創生担当大臣と意見交換を実施 

  [９月24日]

 

●鈴木農地・農村臨時部会長（三重県知事）、牧野全国市長会経済委員長（長

野県飯田市長）、國定全国市長会経済委員会委員（新潟県三条市長）、杉本

全国町村会経済農林委員長（福井県池田町長）が、地方六団体を代表して、

農地制度のあり方について、岩城光英衆議院議員、大島理衆議院議員、亀

岡偉民衆議院議員、橘慶一郎衆議院議員、務台俊介衆議院議員に対し要請

活動を実施 [９月30日]

 

○地方分権改革有識者会議第１１回農地・農村部会 [９月30日]

 

○第１６回経済財政諮問会議 [10月１日]

 【主な内容】 

 ・ 経済再生と両立する財政健全化に向けて 

・ その他 

   

○第３１次地方制度調査会第９回専門小委員会 [10月１日]

 

○「すべての女性が輝く社会づくり本部の設置について」を閣議決定 

  [10月３日]

 

●伊原木農地・農村臨時部会委員（岡山県知事）、牧野全国市長会経済委員長

（長野県飯田市長）が、地方六団体を代表して、農地制度のあり方につい

て、平内閣府副大臣、桝屋公明党総務部会長、谷公一衆議院議員に対し要

請活動を実施 [10月６日]

 

●全国知事会「地方税財政常任委員会」（委員長：石井富山県知事）を開催 

  [10月７日]

 【主な内容】 

・ 平成２７年度税財政等に関する提案（案）及び地方税財政に関する論点

について 

 

●石井地方税財政常任委員会委員長（富山県知事）が「地方創生の推進」に

ついて、石破地方創生担当大臣に対し要請活動を実施 [10月７日]

 【主な内容】 
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 ・ 地方創生・人口減少対策のための財源確保 

 ・  人口減少対策等に資する新たな税制措置 

・ ふるさと納税の拡充 

 ・ 地域再生を総合的に支援する地方債の創設 

 

●石井地方税財政常任委員会委員長（富山県知事）が「地方税財源の確保・

充実」及び「地方創生の推進」について、高市総務大臣に対し、要請活動

を実施 [10月７日]

 【主な内容】 

 ・ 社会保障と税の一体改革 

 ・ 消費税の軽減税率 

 ・ 税源の偏在性の是正 

 ・ 法人実効税率の見直し 

 ・ 自動車関係税制の見直し 

 ・ 地球温暖化対策のための税財源の確保 

 ・ 地方一般財源総額の確保 

 ・ 地方創生・人口減少対策のための財源確保 

 ・  人口減少対策等に資する新たな税制措置 

・ ふるさと納税の拡充 

 ・ 地域再生を総合的に支援する地方債の創設 

 

○「公務員の給与改定に関する取扱いについて」を閣議決定 [10月７日]

 

○「国家戦略特別区域基本方針の一部変更について」を閣議決定 [10月７日]

 

●鈴木農地・農村臨時部会長（三重県知事）、杉本全国町村会経済農林委員長

（福井県池田町長）が、地方六団体を代表して、農地制度のあり方につい

て、宮沢自由民主党政調会長代理、松下自由民主党総務部会長、山田俊男

参議院議員、伊東良孝衆議院議員、谷川弥一衆議院議員、金子原二郎参議

院議員、石田真敏衆議院議員に対し要請活動を実施 [10月８日]

 

●第５回農地制度のあり方に関するプロジェクトチーム会合を開催 

  [10月８日]

 

○第２回まち・ひと・しごと創生本部 [10月10日]

 【主な内容】 

 ・ 「長期ビジョン」及び「総合戦略」に関する論点について 

 

●地方創生対策本部会合（本部長：古田岐阜県知事）を開催 [10月10日]
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 【主な内容】 

 ・ 地方創生のための提言（案）について 

 

●地方創生対策本部会合（本部長：古田岐阜県知事）を開催 [10月15日]

 【主な内容】 

 ・ 地方創生のための提言（案）について 

 

●橋本全国知事会事務総長、荒木全国市長会事務総長、石田全国町村会事務

総長が、地方六団体を代表して、農地制度のあり方について、増田野村総

合研究所顧問に対し要請活動を実施 [10月15日]

 

○第３１次地方制度調査会第１０回専門小委員会 [10月15日]

 

●古田地方創生対策本部本部長（岐阜県知事）が、「地方創生のための提言～

地方を変える・日本が変わる～」について、記者会見を実施 [10月16日]

【主な内容】 

（地方創生のための提言～地方を変える・日本が変わる～） 

 ・ 基本姿勢 

「人口減少そのものへの挑戦」「人口減少社会への挑戦」 

  右肩上がりの社会などを前提にした政策の根本的な転換 

  地域を新しく創り変え、日本全体を変えていく新たな価値観の創出 

地方が自主性、独自性を 大限に発揮するための自立した地方税財政の 

確立、地方分権の推進、組織や権限の移譲 

東京一極集中の是正をはじめとする国土構造の変革 

・ 自立的な地方創生戦略の実効性確保 

自立と分権の推進 

  地域間連携の推進 

  国と地方との協働 

  自立した地方税財政基盤の確立 

 ・ 政策提言 

  育てる － 結婚・出産・子育てを支援 

  創る － 人口減少時代に適応した新たな仕事と雇用を生み出す 

  呼び込む － 新たに、ひと、企業、大学、政府機関等を地方に呼び込む 

  安らぐ － 人口・世帯構造の変化に適応し、暮らしの安心をつくる 

 

●古田地方創生対策本部本部長（岐阜県知事）及び飯泉同副本部長（徳島県

知事）が、自由民主党地方創生実行統合本部の「地方創生に関する地方六

団体との意見交換」に出席し、「地方創生のための提言」について説明と意

見交換を実施 
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 また、古田本部長が、公明党の活気ある温かな地域づくり推進本部の会合

に出席し、「地方創生のための提言」について説明と意見交換を実施 

  [10月17日]

 

●古田地方創生対策本部本部長（岐阜県知事）及び飯泉同副本部長（徳島県

知事）が、「地方創生のための提言」について、菅官房長官に対し要請活動

を実施 

 また、古田本部長が、「地方創生のための提言」について、石破地方創生担

当大臣に対し要請活動を実施 [10月17日]

 

○地方分権改革有識者会議第１３回提案募集検討専門部会 [10月17日]

 

●古田地方創生対策本部本部長（岐阜県知事）が、「地方創生のための提言」

について、二之湯総務副大臣に対し要請活動を実施 [10月20日]

 

○地方分権改革有識者会議第１４回提案募集検討専門部会 [10月20日]

 

○国と地方の協議の場（平成２６年度第２回） [10月21日]

 【主な内容】 

 ・地方創生の推進について 

 ・平成２７年度予算概算要求等について 

 ・地方分権改革の推進について（権限移譲等の主要課題、提案募集方式等） 

 

○第１７回経済財政諮問会議 [10月21日]

 【主な内容】 

・ 女性の働き方に中立的な税制・社会保障制度等 

・ 歳出の重点化・効率化（社会保障改革の在り方） 

・ 骨太方針・予算の全体像フォローアップ 

 

○まち・ひと・しごと創生本部が「まち・ひと・しごと創生に関する政策を

検討するに当たっての原則」を発表 [10月22日]

 

●鈴木農地・農村臨時部会長（三重県知事）、小林全国市長会副会長（青森県

八戸市長）、杉本全国町村会経済農林委員長（福井県池田町長）が、地方六

団体を代表して、農地制度のあり方について、西川公也農林水産大臣に対

し要請活動を実施 [10月23日]

 

●９月に発生した御嶽山噴火が戦後最悪の火山災害となったことを踏まえ

て、「火山防災体制の充実強化に関する緊急提言」について、気象庁（地震
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火山部）に対し要請活動を実施 [10月23日]

 

●鈴木農地・農村臨時部会長（三重県知事）、國定全国市長会経済委員会委員

（新潟県三条市長）、杉本全国町村会経済農林委員長（福井県池田町長）が、

地方六団体を代表して、農地制度のあり方について、江藤衆議院農林水産

委員長、横山公明党農林水産部会長代理に対し要請活動を実施  [10月24日]

 

○地方分権改革有識者会議第１５回提案募集検討専門部会 [10月24日]

 

●「全国知事会２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会推進

本部連絡調整会議」を開催 [10月24日]

 

○地方分権改革有識者会議第１６回提案募集検討専門部会 [10月27日]

 

○地方分権改革有識者会議第１２回農地・農村部会 [10月28日]

 

●石井地方税財政常任委員会委員長（富山県知事）が、自由民主党「予算・

税制等に関する政策懇談会」に出席し、意見を表明 [10月29日]

 

●泉田危機管理・防災特別委員会委員長（新潟県知事）が、９月に発生した

御嶽山噴火が戦後最悪の火山災害となったことを踏まえて、「火山防災体制

の充実強化に関する緊急提言」について、西村康稔内閣府副大臣に対し要

請活動を実施 [10月29日]

 

○第１８回地方分権改革有識者会議・第１７回提案募集検討専門部会合同会

議 [10月29日]

 

○地方分権改革有識者会議が「平成２６年の地方からの提案に関する当面の

方針」を決定 [10月29日]

 

●エネルギー政策特別委員会委員長県（群馬県）が、「再生可能エネルギーの

系統連系問題等に対する緊急要望」について、経済産業省資源エネルギー

庁に対し要請活動を実施 [10月30日]

 【主な内容】 

 ・ 接続申込の回答保留の早期解除や再生可能エネルギーの更なる導入促

進に向けた抜本的な対策に責任を持って取り組むこと。 

 ・ 国全体で電力需給の調整力を強化し、接続可能量の拡大を図ること。 

 ・ 系統増強の整備方針とその費用負担のあり方について、再生可能エネ

ルギー発電施設から系統設備への接続が 大限可能となる対策を実施す
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ること。 

・ 地熱、水力、バイオマス発電については、接続保留の対象から除外する

とともに、風力を含め導入促進策を検討すること。 

・ 試行的な系統の増強策の実施結果を検証し、公開すること。 

 ・ 電力会社に対し、準備を進めてきた発電業者に説明を行い、実情等に

ついての意見を聴取し、国に報告を行うよう指導すること。 

 ・ 国は発電事業者の事業継続が可能となるよう支援措置を講じること。 

 ・ 認定後未稼働の設備について、稼働に向け国が調整・指導を行うこと。 

 ・ 固定価格買取制度の社会的便益と賦課金など国民負担との関係を明ら

かにし、国民の理解のもとに、再生可能エネルギーの導入拡大を推進す

ること。 

 ・ 再生可能エネルギーの導入目標値を早期に設定し、再生可能エネルギ

ーの導入拡大を 大限加速すること。 

 

○第１８回経済財政諮問会議 [11月４日]

 【主な内容】 

 ・ 金融政策、物価等（地域経済情勢を含む）に関する集中審議（第４回） 

・ 歳出の重点化・効率化（社会資本整備） 

 

●地方創生対策本部（本部長：古田岐阜県知事）が「地方創生のための提言

～地方を変える・日本が変わる～【各論編】」をとりまとめ [11月５日]

 【主な内容】 

 ・ 自立的な地方創生戦略の実効性確保 

  自立と分権の推進、自立した地方税財政基盤の確立 

 ・ 個別政策提言 

  育てる－結婚・出産・子育てを支援 

  創る－人口減少時代に適応した新たな仕事と雇用を生み出す 

  呼び込む－新たに、ひと、企業、大学、政府機関を地方に呼び込む 

  安らぐ－人口・世帯構造の変化に適応し、暮らしの安心をつくる 

 

●飯泉地方創生対策本部副本部長（徳島県知事）が、「地方創生のための提言

【各論編】」について、杉田内閣官房副長官及び河村自民党地方創生実行統

合本部長に対し要請活動を実施 [11月５日]

 

●山田会長及び広瀬国土交通常任委員会委員長（大分県知事）の連名による

声明「頻発する異常気象に備えた事前防災・減災対策の推進に関する緊急

声明」をとりまとめ、防災担当大臣、国土交通大臣あて提出 [11月５日]

 【主な内容】 

・ ハード・ソフト両面から土砂災害対策にスピード感を持って取り組め 
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るよう、十分かつ安定的な予算を確保すること。 

・ 調査に係る国費率の嵩上げ、地方負担額への起債充当、特別交付税の措

置など財政支援の拡充を図ること。 

・ 観測機器の整備や機能強化等に対して、財政面も含め支援強化を図ること。 

 

●広瀬国土交通常任委員会委員長（大分県知事）が、「集中豪雨や火山噴火等

に伴う土砂災害対策の充実強化に関する緊急声明」をとりまとめ、内閣府

特命担当大臣（防災）、国土交通大臣あて提出 [11月５日]

 【主な内容】 

・ 住民の安全・安心を確保する事前防災・減災対策と併せて、生活や経済

を支えるインフラの老朽化対策を着実に進めるため、社会資本整備予算を

安定的・持続的に確保すること。 

・ 地方においても国と連携しスピード感を持って対策に取り組めるよう、緊

急防災・減災事業債の要件の緩和や恒久化など起債制度の拡充を図ること。 

・ 新たな交付金の創設も含め、緊急性の高い対策へ集中投資し、災害の対

応力を高める新規の予算枠を創設すること。 

・ 広域かつ重要性が高い国家的課題に対して、国が必要な対策を早急に検

討し実施すること。 

 

●尾﨑次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（高知県知事）が、「子

ども・子育て支援新制度の財源確保に関する緊急提言」をとりまとめ、内

閣府、文部科学省、厚生労働省あて提出 [11月６日]

 【主な内容】 

・ 子ども・子育て支援新制度に必要な財源の確保 

 ・ 適正水準の収入確保に向けた認定こども園仮単価の見直し 

 

●尾﨑次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（高知県知事）、鈴木

次世代育成支援対策プロジェクトチームメンバー（三重県知事）及び平井

次世代育成支援対策プロジェクトチームメンバー（鳥取県知事）が一般社

団法人日本経済団体連合会の「女性の活躍推進委員会」に出席し、「少子化

非常事態宣言」及び 「次世代を担う『人づくり』に向けた少子化対策の

抜本強化」等について説明 し、出席者と意見交換を実施 [11月６日]

 

●次世代育成支援対策プロジェクトチームが、下村文部科学大臣兼教育再生

担当大臣を招き、次世代育成支援全体の問題として教育投資の重要性等を

はじめ、教育再生の実現に向けた取組について意見交換を実施 [11月６日]

 

●飯泉地方創生対策本部副本部長（徳島県知事）が、「地方創生のための提言

【各論編】」について、二之湯総務副大臣に対し要請活動を実施 [11月６日]
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●全国知事会議の開催 [11月７日]

 【主な内容】 

 ・ 政府主催全国都道府県知事会議への対応 

 ・ 地方創生について 

 ・ 平成２７年度予算、地方財政対策及び税制改正について 

 ・ 東日本大震災の復興支援について 

 ・ 社会保障制度改革について 

 ・ 子ども・子育て支援新制度の財源確保に関する緊急提言 

 ・ 火山防災体制の充実強化に関する緊急提言 

 ・ 頻発する異常気象に備えた事前防災・減災対策の推進に関する緊急声明 

 ・ 集中豪雨や火山噴火等に伴う土砂災害対策の充実強化に関する緊急声 明 

 ・ 再生可能エネルギーの系統連系問題等に対する緊急要望 

 ・ 第９次日中知事省長交流事業について 

 

○政府主催全国都道府県知事会議 [11月７日]

 【主な内容】 

・ 閣僚と知事との懇談 

 ・ 安倍内閣総理大臣と知事との懇談 

 

●「全国知事会２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会推進

本部会議」（本部長：山田会長）の開催 [11月７日]

  【主な内容】 

・ 「２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会の成功に向け

た取組の推進に関する決議」のとりまとめ 

 

●全国知事会「次世代育成支援対策プロジェクトチーム」（リーダー：尾﨑高

知県知事）の開催 [11月７日]

 【主な内容】 

 ・ 報道機関の論説委員等と、少子化対策について意見交換 

 

●山田会長ほか地方六団体の代表が、第２回地方創生担当大臣と地方六団体

の意見交換会に出席し、石破地方創生担当大臣と意見交換を実施 

  [11月12日]

 【主な内容】 

 （地方創生の推進に向けて（地方六団体）） 

 ・ ビジョンの明確な提示と構造的問題に向けた取組 

 ・ 少子化対策の抜本的な強化等 

 ・ たゆみなき地方分権の実現と大胆な法令・制度等の見直し 
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 ・ 地方が自立して人口減少対策・地方創生を実現できる財源の確保 

 ・ 地方意見の反映 

 

●広瀬国土交通常任委員会委員長（大分県知事）が、「頻発する異常気象に備

えた事前防災・減災対策の推進に関する緊急声明」及び「集中豪雨や火山

噴火等に伴う土砂災害対策の充実強化に関する緊急声明」について、太田

国土交通大臣に対し要請活動を実施 [11月14日]

  

○第１９回経済財政諮問会議 [11月18日]

 【主な内容】 

 ・ 現下の経済状況について 

 

●総合戦略･政権評価特別委員会（委員長：平井鳥取県知事）を開催 

  [11月19日]

 【主な内容】 

・ １２月の衆議院議員総選挙への対応について 

 （対応方針及びスケジュール、各党要請文案、評価基準） 

 （各党要請文） 

 「国・地方が一体となった日本再生の実現を！～地方から日本を元気にす

る～」 

 ・ 地方創生の推進 

 ・ 地方分権の推進 

 ・ 緊急地域経済対策の断行 

 ・ ナショナルミニマムの確保 

 ・ 持続可能な社会保障制度の構築 

 ・ 地方安定財源の確保 

 ・ 東日本大震災からの復興の加速化等 

 

●総合戦略・政権評価特別委員会（委員長：平井鳥取県知事）が、12月に実

施が予定されている衆議院議員総選挙に関する政権公約に関し、自由民主

党、民主党、公明党、維新の党、次世代の党及び社会民主党に対し要請活

動を実施 

 要請活動終了後、平井委員長が記者会見を開催 [11月20日]

 

●総合戦略・政権評価特別委員会（委員長：平井鳥取県知事）が、12月に実

施が予定されている衆議院議員総選挙に関する政権公約に関し、日本共産

党、新党改革及び太陽の党に対し要請活動を実施 [11月21日]

 

○「まち・ひと・しごと創生法」が成立 [11月21日]
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○衆議院解散 [11月21日]

 

●山田会長及び高橋農林商工常任委員会委員長（北海道知事）の連名で、「地

域雇用対策に関する緊急提言」をとりまとめ、厚生労働省に提出 

  [11月25日]

 

●総合戦略・政権評価特別委員会（委員長：平井鳥取県知事）が、衆議院議

員総選挙に関する政権公約について、評価結果を取りまとめ公表するとと

もに、山田会長と平井委員長が、記者会見を開催 [11月29日]

 

○第３１次地方制度調査会第１１回専門小委員会 [12月２日]

 

○衆議院議員総選挙公示 [12月２日]

 

●尾﨑次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（高知県知事）が、「少

子化対策の抜本強化を求める緊急提言」について、山崎内閣官房まち・ひ

と・しごと創生本部事務局長代理に対し要請活動を実施 

 同日、内閣府に要請書を提出 [12月４日]

 【主な内容】 

 ・ 子ども・子育て支援新制度に必要な財源の確保 

 ・ 地域少子化対策強化交付金の継続 

 ・ 少子化対策に資する新たな税財政制度の創設 

 

●福田社会保障常任委員会委員長（栃木県知事）が、「地域の要援護者支援対

策に関する緊急提言」について、原厚生労働審議官に対し要請活動を実施 

  [12月４日]

 

●農林商工常任委員会（委員長：高橋北海道知事）が「米政策についての緊

急要望」をとりまとめ、農林水産大臣、農林水産副大臣、農林水産大臣政

務官あて提出 [12月12日]

 

●危機管理・防災特別委員会（委員長：泉田新潟県知事）が、11月22日に発

生した長野県神城断層地震において、同一の災害でありながら被災者生活

再建支援法の適用されない地域が生じたことから、被災者生活再建支援制

度の見直しについての要望書を内閣府政策統括官（防災担当）あて提出 

  [12月12日]

 

●尾﨑次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（高知県知事）が、「少
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子化対策の抜本強化を求める緊急提言」について、刀禰内閣府官房審議官

（官房担当）に対し要請活動を実施 [12月12日]

 

○衆議院議員総選挙投開票 [12月14日]

 

●尾﨑次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（高知県知事）が、「少

子化対策の抜本強化を求める緊急提言」について、有村少子化対策担当大

臣に対し要請活動を実施 [12月17日]

 

○第３回まち・ひと・しごと創生本部 [12月19日]

 

○第２０回経済財政諮問会議 [12月22日]

 【主な内容】 

 ・ 新内閣における今後の検討課題について 

・ 歳出の重点化・効率化（地方財政・地域活性化） 

・ 平成27年度予算編成の基本方針（案）について 

 

●石井地方税財政常任委員会委員長（富山県知事）が「平成２７年度地方財

政対策・税制改正等」について、野田自由民主党税制調査会長に対し要請

活動を実施 [12月22日]

 【主な内容】 

 ・ 消費税・地方消費税率の引上げ等について  

 ・ 法人実効税率の引下げについて  

 ・ 地方創生に資する新たな税制措置について 

 ・ 自動車関係税制の見直しについて 

 ・ ゴルフ場利用税の堅持について  

 

〇第３次安倍内閣が発足 [12月24日]

 

○第２１回経済財政諮問会議 [12月27日]

 【主な内容】 

 ・ 平成27年度予算編成の基本方針について 

・ 地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策について 

・ 経済財政諮問会議の今後の課題について 

 

○第１５回日本経済再生本部 [12月27日]

 【主な内容】 

 ・ 地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策について 

・ アベノミクス成長戦略の実行・実現について 
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○第４回まち・ひと・しごと創生本部 [12月27日]

 

●石井地方税財政常任委員会委員長（富山県知事）が「平成２７年度地方財

政対策・税制改正等」について、石破地方創生担当大臣に対し要請活動を

実施 [12月27日]

 【主な内容】 

 ・ 地方創生・人口減少対策のための財源確保 

 ・ 地方創生に資する新たな税制措置について 

 

●石井地方税財政常任委員会委員長（富山県知事）が「平成２７年度地方財

政対策・税制改正等」について、高市総務大臣に対し要請活動を実施 

  [12月27日]

 【主な内容】 

 ・ 平成27年度地方財政対策について 

 ・ 消費税・地方消費税率の引上げ等について 

 ・ 法人実効税率の引下げについて 

 ・ 車体課税の見直しについて 

 ・ ゴルフ場利用税の堅持について 

 ・ 地方創生・人口減少対策の推進 

 

〇「地方への好循環拡大に向けた緊急経済対策」及び「平成２７年度予算編

成の基本方針」を閣議決定 [12月27日]

 

〇「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（長期ビジョン）」及び「まち・ひ

と・しごと創生総合戦略（総合戦略）」を閣議決定 [12月27日]

 

●地方六団体が、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」等が閣議決定されたこ

とを受け、共同コメントを発表 [12月27日]

 

〇自由民主党・公明党が「平成２７年度税制改正大綱」を決定  [12月30日]

 

●山田会長及び石井地方税財政常任委員会委員長（富山県知事）が、自由民

主党・公明党が「平成２７年度税制改正大綱」を決定したことを受け、声

明を発表 [12月30日]

 【主な内容】 

 ・ 法人税改革について 

 ・ 地方創生に資する新たな税制について 

 ・ 消費税・地方消費税率の引上げ等について 
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 ・ 車体課税の見直しについて 

 ・ 地方法人課税の遍在是正について 

 ・ 森林吸収源対策及び地方の地球温暖化対策のための税財源の確保について 

 ・ 地方消費税の清算基準について 

 

●石井地方税財政常任委員会委員長（富山県知事）が、自由民主党総務部会

関係合同会議に出席し、地方六団体を代表し、平成２７年度予算・地方財

政対策等に関する要望を実施 [１月７日]

【主な内容】 

 ・ 地方一般財源・地方交付税の総額確保 

 ・ 社会保障財源の確保等 

 ・ 法人実効税率引下げの代替財源確保等 

 ・ 地方創生の推進のための財源確保 

 

●理事会の開催 [１月８日]

 

●全国知事会議の開催 [１月８日]

 【主な内容】 

・ 高市総務大臣との意見交換 

平成２６年度補正予算、平成２７年度当初予算、平成２７年度地方財政対策等 

・ 以下について、協議、報告 

  平成２７年度地方財政対策・税制改正について 

  地方創生について 

  社会保障制度改革について 

  東日本大震災の復興支援について 

  地域の要援護者支援対策に関する緊急提言 

  少子化対策の抜本強化を求める緊急提言 

  衆議院議員総選挙各党政権公約に対する全国知事会の対応結果 

  地域雇用対策に関する緊急提言 

  「米政策についての緊急要望」について 

 

○総務大臣・地方六団体会合 [１月８日]

 【主な内容】 

・ 平成２７年度地方財政対策の課題について 

・ 平成２７年度地方税制改正（案）について 

 

○国と地方の協議の場（平成２６年度第３回） [１月９日]

 【主な内容】 

・ 経済対策、平成２７年度予算編成及び地方財政対策について 
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・ 地方創生、地方分権改革の推進について 

 

○平成２６年度補正予算閣議決定 [１月９日]

 

●福田社会保障常任委員会委員長（栃木県知事）及び山田会長（京都府知事）

の連名で、医療費適正化計画の見直しについて緊急要請文を取りまとめ、

厚生労働省へ提出 [１月９日]

 【主な内容】 

・ 都道府県が医療費を管理できる要素が限られているにもかかわらず、 

「医療費の見通し」を「目標」と見直すことについては反対であり、引き

続き全国知事会と十分協議し、計画の策定主体である都道府県の合意がな

いまま、法律案の提出を強行することのないよう強く要請する。 

・ 特定検診・保健指導の実施率や平均在院日数等、現在、任意記載事項と

されている指標を必須記載事項に見直すことについては、今回の法律改正

によって都道府県に対して義務付けを強化することは認められない。 

 

○平成２７年度地方財政対策等について総務大臣・財務大臣が合意 

  [１月12日]

 

○社会保障制度改革推進本部 [１月13日]

 【主な内容】 

・ 医療保険制度改革骨子について 

・ 社会保障制度改革のスケジュール等について 

 

○平成２７年度当初予算閣議決定 [１月14日]

 

○「平成２７年度税制改正の大綱」が閣議決定 [１月14日]

 

○第３１次地方制度調査会第１２回専門小委員会 [１月14日]

 

●地方六団体が、地方財政対策を踏まえた平成２７年度予算案が閣議決定さ

れたことを受け、共同声明を発表 [１月14日]

 【主な内容】 

・ 地方税が増収となる中で、地方交付税の減少を 小限にとどめ、臨時財

政対策債の発行を大幅に抑制した上で、地方の一般財源総額について、前

年度を大幅に上回る額を確保したことを評価する。 

・ 地方創生の為に必要な経費が、「まち・ひと・しごと創生事業費（仮称）」

として新設され、地方創生元年にふさわしい１ 兆円が計上されたことを

歓迎する。 
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・ 地域経済基盤強化・雇用等対策に係る歳出特別枠については、実質的に

前年度と同水準が確保され、地方交付税の別枠加算については一定額を維

持するなど、地方の実情に配慮していただいたと考えている。 

・ 地方としては、国と連携・協力しながら、地方創生に全力を挙げて取り

組んでいく所存であり、今後とも地方税財源の充実確保を図っていくこと

を求める。 

・ 「まち・ひと・しごと創生事業費（仮称）」の算定に当たっては、各団

体の実情を十分に勘案し、地方の個性・独自性を尊重していただくようお

願いしたい。 

 

●第２回全国知事会２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会

推進本部連絡調整会議を開催 [１月14日]

【主な内容】 

・ スポーツ施設データベースサイトについて 

・ 多言語対応に関する報告について 

 

○第１９回地方分権改革有識者会議・第１８回提案募集検討専門部会合同会

議 [１月15日]

【主な内容】  

・ 平成２６年の地方からの提案等に関する対応方針（案）について 

 

●「固定価格買取制度の運用見直し説明会」を開催（エネルギー政策特別委

員会） [１月22日]

 【主な内容】 

・ 資源エネルギー庁から「再生可能エネルギーの 大限導入に向けた固 

定価格買取制度の運用見直し」等について説明を受け、質疑 

 

○第３１次地方制度調査会第１３回専門小委員会 [１月28日]

【主な内容】 

・ 人口減少問題に関するヒアリング（平井鳥取県知事、荒井奈良県知事） 

 

○地方分権改革有識者会議第１３回農地・農村部会 [１月29日]

【主な内容】 

・ 農地転用許可に係る権限移譲等に関する調整状況について 

 

○第１回経済財政諮問会議 [１月30日]

【主な内容】 

・ 金融政策、物価等に関する集中審議（第１回） 

・ 「選択する未来」委員会報告を受けて 
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・ 経済再生と両立する財政健全化計画の策定について 

 

○地方分権改革推進本部（第７回会合） [１月30日]

【主な内容】  

• 平成２６年の地方からの提案等に関する対応方針について 

 

○「平成２６年の地方からの提案等に関する対応方針」が閣議決定 

 [１月30日]

 

●地方六団体が、「平成２６年の地方からの提案等に関する対応方針」が閣議

決定されたことを受け、共同声明を発表 [１月30日]

 【主な内容】 

・ 地方分権改革の 重要課題であった農地転用許可権限を移譲するとされ

たことは、これまでの地方分権改革の取組みの中で特筆すべき決断であ

り、地方分権改革の歩みを大きく進めるものとして評価する。 

・ 今後、制度の詳細設計に当たっても、地方六団体が取りまとめた「農地

制度のあり方について」を踏まえたものとなることを期待する。 

・ 地方は、特に農地の確保については、提言の趣旨を踏まえ、国とともに

責任を果たしていく決意である。 

・ 提案募集方式については、一定の前進があったが、「検討を行う」、「実

現できなかったもの」とされた提案についても、政府全体として今後適切

なフォローアップ、検討を行うべきである。 

・ 今後、移譲等に伴う財源措置、スケジュールの提示、研修の実施・マニ

ュアルの整備等について、地方の意見を十分に反映して、具体的な検討と

調整を進めることを望む。 

 

●第５回日韓知事会議の開催 [１月30日]

【主な内容】 

・ 地域間経済交流・地域間観光交流・地域間文化交流について日韓両国の

知事、市長、副知事が意見交換 

・ 共同文書の取りまとめ 

 

○平成２６年度補正予算可決・成立 [２月３日]

 

●第６回農地制度のあり方に関するプロジェクトチーム会合の開催 

  [２月５日]

【主な内容】 

・「平成２６年の地方からの提案等に関する対応方針」等について 

・今後の取り組みについて 
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○日本経済再生本部（第１６回） [２月10日]

 

●社会保障常任委員会（委員長：福田栃木県知事）を開催 [２月10日]

【主な内容】 

・ 「『国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議』の議論のと

りまとめに当たって（案）」について 

 

○第２回経済財政諮問会議 [２月12日]

【主な内容】 

・ 中長期の経済財政の展望と財政健全化について 

・ 経済の好循環の強化に向けて 

 

○「平成２７年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」が閣議決定 

  [２月12日]

 

○福田社会保障常任委員会委員長（栃木県知事）が、第５回国民健康保険制

度の基盤強化に関する国と地方の協議に出席し、国民健康保険制度の見直

し（議論のとりまとめ）（案）について意見陳述 [２月12日]

 【主な内容】 

（「国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議」の議論のとりま

とめに当たって） 

・ 全国知事会の主張に照らし十分とは言えないながらも、将来にわたり国

保の持続可能性を担保するための制度的措置が法律に明記される見通し

となった点で、前進があったと捉えている。 

・ 知事会として、今般の国保改革の実施に向けた具体的取組に参画するこ

ととし、改めて、医療保険制度の全国レベルでの一元化も見据えながら、

国及び市町村をはじめ関係機関と議論を進めていくこととする。 

・ 具体的な制度設計や残された課題の解決の方策等、今後の協議の進め方

について提言を行うので、国は、新たに国保運営の責任の一翼を担うこと

となる都道府県の意見を十分に踏まえながら、真に国民のためになる持続

可能な国保制度の構築に向けて真摯に取り組むこと。 

 

○「交通政策基本計画」が閣議決定 [２月13日]

 

●尾﨑次世代育成支援対策プロジェクトチームリーダー（高知県知事）及び

鈴木次世代育成支援対策プロジェクトチームメンバー（三重県知事）が、「少

子化対策の抜本強化を求める緊急提言」及び総合的な結婚支援策の必要性

について有村内閣府特命担当大臣（少子化対策）と意見交換を実施 
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  [２月13日]

 【主な内容】 

・ ライフプラン教育・ライフデザイン形成の促進 

・ 多様な出会いの機会の創出 

・ きめ細かな支援・スキルアップ 

・ 総合的な結婚支援センターの設置 

・ 結婚・子育てを応援する気運の醸成 

 

○「平成２７年度地方財政計画」が閣議決定 [２月17日]

 

●地方分権推進特別委員会第４回農地・農村臨時部会を書面開催 [２月18日]

 【主な内容】 

・今後の取り組みについて 

 

●全国知事会事務局が、岐阜県と共同で、厚生労働省に対し、「障害児・障害

者への福祉サービス提供体制の基盤整備予算の確保」について要請活動を

実施 [２月27日]

 【主な内容】 

・ 社会福祉施設等施設整備費国庫補助金の充実及び各都道府県の整備計画

に対応できるよう、当初予算により、十分な予算の確保を図ること。 

・ 平成２６年度厚生労働省補正予算のうち、障害者施設等の耐震化等整備

の推進に係る予算８０億円については、耐震化・スプリンクラー整備を優

先した上で、さらに、社会福祉施設等施設整備費国庫補助金は現在各都道

府県が予定している協議額に大きく不足する状況を踏まえ、グループホー

ム、日中活動系サービス、障害者支援施設及び障害児支援の充実を図るた

めの施設整備の活用も可能とすること。 

 

○第３１次地方制度調査会第２回総会 [３月２日]

 【主な内容】 

・ 今後の審議事項について 

 

●第３回全国知事会２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会

推進本部連絡調整会議を開催 [３月６日]

【主な内容】 

・ スポーツ施設データベースサイトについて 

・ 開催基本計画の概要について 

・ ２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に関する知的 

財産の取扱いについて 
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○第３回経済財政諮問会議 [３月11日]

【主な内容】 

・ ３年目の経済好循環の拡大に向けて 

・ 対日直接投資の動向について 

 

●地方創生対策本部（本部長：古田岐阜県知事）が、内閣官房まち・ひと・

しごと創生本部事務局に対し、「地方創生に係る制度設計について」要請活

動を実施 [３月16日]

 【主な内容】 

・ 地方創生に係る制度の要件、交付金の配分などを決定するに当たっては、

あらかじめ地方の意見を十分聴くとともに、その内容を明確かつ速やかに

示すこと。 

・ 地方の創意工夫を 大限尊重するため、柔軟な制度運用を認めること。 

 

○地方分権改革有識者会議第１４回農地・農村部会（持ち回り開催） 

 [３月18日]

【主な内容】 

・ 農地・農村部会報告書（案）について 

 

○第２０回地方分権改革有識者会議・第１９回提案募集検討専門部会合同会

議 [３月19日]

【主な内容】 

・ 平成２６年の地方からの提案等に関する対応方針等について 

・ 平成２７年の提案募集の実施について 

 

○「少子化社会対策大綱」が閣議決定 [３月20日]

 

○「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法

律の整備に関する法律案（第五次地方分権一括法案）」が閣議決定 

  [３月20日]

 

●第４回全国知事会２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会

推進本部連絡調整会議を開催 [３月26日]

【主な内容】 

・ スポーツ施設データベースサイトの内容について 

 

○平成２７年度暫定予算成立 [３月30日]
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